
令和元年８月豪雨における
佐賀県災害多言語支援センターの活動

公益財団法人佐賀県国際交流協会 矢冨明徳

令和元年度「災害時外国人支援情報コーディネーター養成研修」
講義② 災害時における外国人被災者への情報伝達にかかる事例紹介



内容

• 自己紹介
• 佐賀県及び佐賀県国際交流協会（SPIRA）紹介

• 令和元年8月豪雨における
佐賀県災害多言語支援センターの活動紹介

• 災害発生後の動き



佐賀県在住外国人現況［県内在住外国人数］

年 次 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H30.1.1 H31.1.1
人数
（人） 4,175 4,233 4,226 4,208 4,268 4,229 4,285 4,536 5,140 5,666 6,338

○ Ｈ27以降大きく増加（Ｈ27→Ｈ28：604人増、Ｈ28→Ｈ30.1.1：525人増、Ｈ30.1.1→Ｈ31.1.1：672人増）

○ Ｈ31.1.1現在、県人口の約0.7％を占める

○ 国籍別ではベトナムが最も多く、次いで中国、韓国・朝鮮

○ ベトナム（448人増）、インドネシア（107人増）、フィリピン（31人増）、ミャンマー（27人増）は増加（カッコ内は

Ｈ30.1.1とＨ31.1.1の比） 一方、中国、韓国・朝鮮は近年減少傾向

12月末現在（Ｈ30から1月1日現在）(人）
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佐賀県在住外国人現況［年齢別］ （平成31年1月1日現在）



ＳＰＩＲＡ（佐賀県国際交流協会）
Saga Prefecture International Relations Association

• 設立 1990年（平成2年）2月7日
• 住所 佐賀県佐賀市白山2-1-12 佐賀商工ビル1階

• 職員 9名（英語、中国語、韓国語スタッフ在籍）
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ＳＰＩＲＡのシンボルマーク
「手をつなぎ、楽しくコミュニケーションする人と人。
緑は佐賀平野、赤はお互いの熱意、青は世界に
広がる海のイメージ」



ＳＰＩＲＡ基本方針
＜３つの基本方針＞

１．多文化共生の地域づくりの推進

外国人住民を含めた県民誰もが住みやすく、地域社会の
一員として活躍できる環境の充実を図ります。

２．グローバル人材の育成及び国際交流団体等の活性化

グローバル社会で活躍する国際性豊かな人材の育成や
団体の活性化を図ります。

３．多様な主体との連携・協働

様々な主体とネットワークを構築し、連携・協働して、国際
交流・国際協力活動の充実及び効率化を図ります。
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SPIRA事業施策
Ａコミュニケーション支援
・情報収集・提供の高度化事業 ・情報紙「Hello Saga」発行（外国人向け）
・日本語スピーチコンテスト ・地域日本語教室支援事業
・日本語教師養成講座助成事業 ・日本語学習ボランティア研修
・「やさしい日本語」啓発セミナー

Ｂ生活支援
・教育支援事業 ・医療支援事業
・生活相談事業 ・防災支援事業

Ｃ多文化共生の地域づくり
・情報誌「Hello Saga」発行（日本人向け）
・SPIRA出前講座 ・国際交流・協力イベント事業
・多文化共生人材育成講座 ・多文化共生等助成事業
・多文化共生情報発信事業
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令和元年８月豪雨における
佐賀県災害多言語支援
センターの活動



災害発生までの主な取り組み



2019 1 23年 月 日
佐賀県と災害にかか
る協定締結

佐賀災害支援プラットフォーム（SPF）

県内CSOをはじめ誘致CSO等の多様な主体との協働による災害・
復興支援と地域防災の仕組みづくりを実践（約４０団体が賛同）

災害緊急対応・復興支援活動、地域自主防災力を高める仕組み



災害時外国人支援情報コーディネーター研修
（2019年2月）

※佐賀から矢冨が参加



災害時多言語支援センター立ち上げ訓練
（2019年３月）

○初の訓練実施（コーディネーター研修の内容・資料を活用）
○マニュアル策定に向け検討作業中



多文化共生に関する行政職員向け研修会
（2019年４月）

○県内全市町から担当者が受講
○市町担当者との関係構築、行政区別外国人住民データ依頼



武雄市役所職員研修 テーマ「多文化共生」
（2019年６月）

○武雄市全職員を対象に実施（全4回 計321名）
○終了後に防災担当者から市総合防災訓練についての相談



外国人とともに取り組む！災害対応ガイドブック
作成事業①※クレア助成事業 （2019年7月）

○外国人住民と日本人住民が一緒にワークショップを実施
○災害に対する意識啓発と同時に顔の見える関係づくり



武雄市総合防災訓練 訓練内容について協議
（2019年８月）

○武雄市初の外国人対応訓練を予定！！
○訓練内容について防災担当者との協議を重ねる



佐賀県災害時多言語支援センター

• 設置基準 佐賀県災害対策本部開設時

• 設置・運営 佐賀県及び国際交流協会の協働

• 設置場所 佐賀県国際交流プラザ

• 今回の従事者
佐賀県国際課（多文化共生係＋国際交流員）
佐賀県国際交流協会
外部協力者（ランゲージワン、外国人ボランティア）



多言語支援センター活動状況

•センター開設まで（１日目）
•開設から情報発信（１～２日目）
•発信情報及び体制の変化（３日目～）
•被害状況の確認（３日目）
•センター閉鎖（～８日目）



センター開設まで（１日目）

• 特別警報発令、浸水被害発生

• 佐賀県災害対策本部が設置される見通しとなり
国際交流プラザへ職員３名が参集

• 災害対策本部設置に伴い多言語支援センター開設

• 職員２名追加参集（計５名の対応）



開設から情報発信（１～２日目）

• 災害対策本部から発信される気象情報、交通情報
を多言語発信

（在住外国人の多い順から８言語を決定）

• 通訳サービス無償提供についてクレアから情報提供

• 発信内容が気象、交通から断水、ゴミ集積所などの
生活情報へ変化

• 翻訳作業は出勤できない在宅の職員も従事



佐賀災害支援プラットフォーム（SPF）
情報共有会議

・豪雨災害発生後、翌日から情報共有会議を開催
・県内外の支援団体、行政、社協等が参加
・多言語支援センターの活動状況を報告



発信情報及び体制の変化（３日目～）

• ごみ集積所などの情報は、翻訳作業中に状況が
変化。（場所の変更、新規追加等）

• 翻訳作業の迅速化のため、外部の翻訳会社か
ら外国人協力者へ直接依頼

• 発信内容が家の片付けやボランティア活動など
の情報へ



被害状況の確認（３日目）

• 外国人の被災状況把握のため、武雄市、大町町
の避難所を訪問

• 行政区別の外国人数とハザードマップから訪問
先の優先順位を決定

• 訪問した避難所では、外国人避難者の聞き取り
に加え多言語支援センターの発信情報を提供



センター閉鎖（～８日目）

• 外国人に関する情報（問い合わせ・相談等）が
少ない

• 開設していた避難所と武雄市、大町町を訪問し
状況調査

• 多言語支援センターの業務を、佐賀県国際交流
協会の相談業務（対応）への移行決定



多言語支援センター発信情報

• 気象情報（警報等）
• 交通情報
• 断水・給水情報
• り災証明書について
• 感染症の注意喚起
• 災害ゴミの収集について
• 家屋を片付ける場合の注意事項
• 食中毒の注意喚起
• 冠水した車の対処について
• ボランティア活動に関する注意



外国人とともに取り組む！災害対応ガイドブック
作成事業② ※クレア助成事業 （2019年10月）

○当初の予定が豪雨災害で延期に
○豪雨時の経験を参加者で共有



多文化共生に関する行政職員向け研修会②
（2019年10月）

○防災をテーマに実施
○豪雨災害時の対応を、被災自治体から報告
○災害時多言語支援センターの活動内容報告
○県内自治体の多文化防災事業について報告



◯対象：小城市職員（全2回 計62名）
◯後日、担当者より外国人対象の防災事業について相談あり

→3/8 外国人向け防災セミナー実施予定（小城市初！）

小城市役所職員研修 テーマ「多文化共生」
（2019年10月）



外国人とともに取り組む！災害対応ガイドブック
作成事業③④ （2019年11、12月）

○ガイドブック記載の項目を参加者と検討
○被災自治体の職員も会議に参加



佐賀県原子力防災訓練 （2019年11月）

○外国人住民へ緊急避難メールのプッシュ通知
○災害時多言語支援センターの緊急参集訓練



災害時多言語支援センター設置・運営訓練
（2019年12月）

○豪雨災害時の被災データを利用（再現）
○災害対応時の課題改善



佐賀災害支援プラットフォーム（SPF）
定例会（２０１９年１２月）

・８月豪雨災害での活動の振り返り
・今後の防災活動について



災害時多言語支援センター設置・運営訓練
（2020年1月）

○自宅待機（役）のスタッフと遠隔連携の検証
○避難所巡回を実施（ほとんどの職員が初めての経験）





まとめ （被災して学んだこと）

○県と協会が一緒にやること！
○スタッフ全員の一体感が重要！
○被災する前に何ができるか、やれるだけやる！
・ネットワークづくり（住民、団体）
・自治体とのつながり
・スタッフのレベルアップ（個々の判断力も）
・未然に防ぐ努力

使命感！！


